
豪ドル相場の見通し 

 5月に入りRBAの利下げとタカ派的な米FOMC議事要旨を受け、豪ドル安・米ドル高が進行。 

 豪ドル円もドル円が円高方向に振れたことで80円割れへ、ただここにきて豪ドル安に変化の兆しも。 

 日本への政策期待が円高圧力を後退させており、豪ドル円が80円～85円へ回帰するきっかけに。 
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5月に入りRBAの利下げとタカ派的な米FOMC議事要旨を受け、豪ドル安・米ドル高が進行 

 

 豪ドルの対米ドル為替レートは、年初の世界的な金融市場の混乱を嫌気し、1月15日に1豪ドル＝

0.6827米ドル水準の安値をつけました（図表1）。その後、米金融当局が3月にハト派姿勢を示したことで米

ドル安が進行し、金融市場も次第に落ち着きを取り戻しました。こうしたなか豪ドルは相対的に上昇し、4月

21日には1豪ドル＝0.7835米ドル水準の高値をつけました。 

 

 ただ5月に入ると、オーストラリアでは3日にオーストラリア準備銀行（RBA、中央銀行）が政策金利を2.0％

から1.75％へ引き下げ、米国では18日に4月分の米連邦公開市場委員会（FOMC）議事要旨が公表され、

米金融当局がタカ派姿勢に傾いていたことが明らかになりました。これらを受け、為替市場では再び豪ドル安・米

ドル高の流れが強まり、足元では1豪ドル＝0.72米ドル前後の水準に戻しています。 

【図表2：豪ドルの対円為替レート】 【図表1：豪ドルの対米ドル為替レート】 

(注)データ期間は2016年1月1日から2016年5月31日。 
(出所)Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

(注)データ期間は2016年1月1日から2016年5月31日。 
(出所)Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 
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豪ドル円もドル円が円高方向に振れたことで80円割れへ、ただここにきて豪ドル安に変化の兆しも 

 

 豪ドルの対円為替レートは、2月11日に1豪ドル＝77円59銭水準の安値をつけた後、豪ドル高・米ドル安の

動きに支えられる形で反転し、3月31日には1豪ドル＝86円71銭水準まで値を戻しました（図表2）。ただ

4月から5月初旬にかけてドル円がドル安・円高方向に振れたことや、RBAが利下げを行ったことで、5月は80円

を割り込んで推移する場面が多くみられるようになりました。 

 

 豪ドルの対米ドル為替レートは、1豪ドル＝0.71米ドル水準で下げ渋っています。ここでサポートされれば、テク

ニカル分析の1つであるフィボナッチ・リトレースメントが示唆する1豪ドル＝0.7065米ドル水準（1月安値から

4月高値までの上昇幅の76.4％押し）まで下げるリスクは後退します。また対円でも78円水準で下げ渋ってお

り、5月31日は終値ベースで80円台を回復しました。純粋な相場の動きからは豪ドル安の地合いに変化の兆し

も窺えます。 

 

日本への政策期待が円高圧力を後退させており、豪ドル円が80円～85円へ回帰するきっかけに 

 

 6月1日に発表されたオーストラリアの1-3月期実質GDPは前期比1.1％増となり、前期の同0.6％増から伸

びが加速し、市場予想の同0.8％増を上回りました。この先、オーストラリア経済は緩やかながらも底堅い成長が

見込まれることから、インフレ率の伸びは次第に持ち直し、政策金利はしばらく据え置かれるとみています。ただ市

場では年内1回程度の追加利下げが予想されています。 

 

 また米利上げの織り込みも現状年1回程度ですので、市場における両国の政策金利見通しが大幅に変更さ

れない限り、豪ドルの対米ドル為替レートは次第に安定する可能性があります。なお足元では日本政府および日

銀への政策期待から円高圧力が後退しており、これが豪ドル円の支援材料となっています。日本の政策について

は今後の展開を見極める必要がありますが、目先、豪ドル円が80円～85円のレンジへ回帰するきっかけになるこ

とも考えられます。 
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